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第100期 定時株主総会
招 集 ご 通 知

開催日時 2020年６月23日（火曜日）
午前10時

開催場所 岩手県盛岡市内丸３番１号
当行本店　４階ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照
ください。）
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株 主 各 位 証券コード　8349
2020年６月２日

岩手県盛岡市内丸３番１号

株式会社　
取締役頭取 村上　尚登

第100期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　さて、当行第100期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえまして、株主の皆様には感染リスクを避け

るため、本年は株主総会当日のご来場を見合わせ、書面又はインターネットによる事前の議決権行

使を強くご推奨申しあげます。感染による影響が大きいとされるご高齢や基礎疾患のある株主様、

妊娠中の株主様は特に慎重なご判断をお願い申しあげます。

　また、安全上の理由によりお土産はご用意しておりませんので、何卒ご理解いただきますようお

願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年６月22日（月曜日）午

後５時までに到着するようご送付ください。

［インターネット等による議決権行使の場合］

　当行の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議案に対する賛否を

ご入力いただき、2020年６月22日（月曜日）午後５時までに議決権をご行使ください。

敬　具

－ 1 －
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記

１日　　時 2020年６月23日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

２場　　所 岩手県盛岡市内丸３番１号
当行本店　４階ホール
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

３株主総会の目的事項 報告事項 １．第100期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
事業報告、計算書類報告の件

２．第100期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　定款一部変更の件

 

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選
任の件

第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
 

第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬
額設定の件

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬額設定の件
 

第７号議案　取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を
除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報
酬決定の件

４議決権行使につい
てのご案内 ３頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

以　上

● 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげま
す。

● 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「計算書類の個別注記表」及び「連結計算書類の連結注記表」につき
ましては、法令及び定款16条の規定に基づき、インターネット上の当行ウェブサイトに掲載しておりますので、本
招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
したがって、本招集ご通知の添付書類は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査
をした計算書類及び連結計算書類の一部であります。

● 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、インターネット上の当行ウ
ェブサイトに掲載させていただきます。

● 新型コロナウイルス感染症の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インターネット上の当行ウェ
ブサイトにおいてお知らせいたします。

当行ウェブサイト（https://www.tohoku-bank.co.jp/）

－ 2 －

株主各位
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議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2020年 ６ 月23日 (火曜日)午前10時 (受付開始：午前９時)
場 所 岩手県盛岡市内丸３番１号　当行本店　４階ホール

(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 2020年 ６ 月22日（月曜日）午後５時到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合
パソコン、スマートフォン又は携帯電話から議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）に
アクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご
入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限 2020年 ６ 月22日（月曜日）午後５時入力完了分まで
※ 午前2時から午前5時までは、議決権行使サイトの保守・点検のため接続いただくことができません。
※ 書面（郵送）とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による議決権行使の内

容を有効として取扱わせていただきます。
※ インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきま

す。
※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトが利用できない場合が

あります。
※ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主様のご負担となります。

－ 3 －

議決権行使方法についてのご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前９時〜午後９時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録する3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワー
ド」を入力しクリック

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは１回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入
力する方法」をご確認ください。

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 4 －
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（添付書類）

第100期 ( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )事業報告

１．当行の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果等

主要な事業内容
　当行の本店ほか支店54出張所２において、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業
務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業務、社債受託業務などのほか、代理
業務、債務の保証（支払承諾）、国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売などの附帯
業務等を行い、岩手県内を中心に営業を展開しております。
金融経済環境
　当期のわが国経済は、設備投資は緩やかに増加し、雇用情勢は改善するなど緩やかに
回復しておりましたが、消費税の増税や大型台風の襲来、暖冬などの様々なマイナス要
因に加え、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、景気は足元で大幅に下押しさ
れております。輸出や生産の他、国内の消費活動が大きく落ち込み、内閣府が発表した
街角景気の現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩについても大きく落ち込んでおります。
　金融情勢に目を移しますと、日本銀行は２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、
これを安定的に持続するために必要な時点まで、「長短金利操作付き量的・質的金融緩
和」を継続するとしております。また、当面は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を
注視し、必要があれば躊躇なく追加的な金融緩和措置を講じるとしております。
　株式市場については、21,000円台でスタートした日経平均株価は、米中間の通商問題
を巡る緊張感の高まりや、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大から大幅な下落と
なり、2020年３月末の終値は18,917円となりました。
岩手県内経済情勢
　岩手県内の経済をみますと、公共投資は高水準ながらも減少しており、住宅投資及び
設備投資は横ばい圏内の動きとなっております。個人消費については、消費税の増税な
どの影響による振れを伴いつつも緩やかに回復してきておりましたが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響を受け、弱い動きがみられます。また、生産活動についても、緩
やかに持ち直しておりましたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により弱い動き
がみられます。総じて、県内経済は弱い動きとなっております。

－ 5 －

事業の経過及び成果等
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事業の経過及び成果
　当行は、地域社会への安定的資金供給を使命として設立された銀行であり、「地域金
融機関として地域社会の発展に尽くし共に栄える」を経営理念として、地域経済の中核
を担う中小事業者の皆さまを中心に営業活動を展開しております。
　2019年４月より『“地域力の向上”～「復興」と「地域経済活性化」への貢献～』をテ
ーマに掲げた中期経営計画をスタートさせており、「成長予備軍とのリレーション向上」、
「農林水産業を中心とした地域経済の活性化」、「事業再生へ向けた持続的なサポート」、
「営業店アクションプランの実践」の４つの基本戦略のもと、地元中小事業者への本業
支援、金融支援に積極的に取り組んでおります。
　当期においては、ビジネスマッチングの強化や各種商談会を活用した販路拡大支援等
の取り組みに加え、農業法人の成長を支援するファンド「とうぎん・もりしんアグリ投
資事業有限責任組合」の設立を発表しております。農業界では大規模化や法人化が進む
一方、農業には天候や自然災害による影響を受けやすい産業特性があり、長期にわたっ
た安定資金の確保が課題となります。当行では以前からアグリビジネスに注力しており、
農業の金融支援や販路拡大等の本業支援に積極的に取り組んでまいりましたが、本ファ
ンド活用により、一層の農業の活性化に繋げてまいります。
　また当行では地域経済の持続的発展には、新事業の創出や起業家育成が重要であると
の考えのもと、県内の高等専門学校に対し、前期に引き続き、「起業家人材育成塾」実
施に必要な寄附金を贈呈いたしました。「起業家人材育成塾」は、学生が地域企業の経
営者やメンターの助言を受けて、学生自身のもつアイデアや研究テーマの事業化に挑戦
するとともに、起業家精神を学び地域経済発展の担い手へ成長していくことを目指すも
のであり、当行の中期経営計画のテーマとも合致する取り組みであります。

－ 6 －

事業の経過及び成果等
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当行の業績
　預金等（譲渡性預金を含む）は、個人預金が前期末比74億３百万円増加したことによ
り、全体で同56億19百万円増加し8,167億82百万円となりました。
　公共債、投資信託及び保険商品を対象とした預り資産残高合計は、同42億98百万円減
少し784億27百万円となりました。
　貸出金は、地方公共団体向け貸出及び中小企業向け貸出の増加などにより、前期末比
190億66百万円増加し5,902億64百万円となりました。
　有価証券は、前期末比195億45百万円増加し1,974億97百万円となりました。
　収益状況は、経常収益は有価証券利息配当金の減少などにより前期比２億26百万円減
収の123億90百万円となりました。経常利益は、国債等関係費用の減少及び営業経費の
圧縮などにより同２億12百万円増益の18億11百万円となりました。
　当期純利益は、同91百万円増益の13億88百万円となりました。
　なお、連結ベースの収益状況は、経常収益は137億38百万円、経常利益は15億99百万
円、親会社株主に帰属する当期純利益は11億11百万円となりました。
　自己資本比率（速報値）は、国内基準（４％）を採用しております。利益剰余金の着
実な積上げによる自己資本の額の増加等により、単体自己資本比率は前期末比0.22ポイ
ント上昇し8.43％となりました。また、連結自己資本比率は同0.16ポイント上昇し
8.68％となりました。
　店舗及び店舗外現金自動設備は、店舗については、2019年５月に「東京支店及び東京
事務所」を、荘内銀行及び北都銀行の東京支店が営業しているフロアへ移転いたしまし
た。経営統合など資本提携を伴わない地方銀行による連携及び３行の地方銀行による共
同店舗運営は国内初となっております。また、2019年７月には「宮町支店」を「宮古支
店」内へ支店内支店として移転いたしました。さらに、「本宮支店」を「盛南プラザ支
店」に集約し、共同店舗の形態で営業しております。店舗外現金自動設備については、
「岩手医大トクタヴェール出張所」（紫波郡矢巾町）に新たに設置する一方、３か所を
廃止するなど稼働実態の把握による効率的な再配置の実施により、当期末における店舗
外現金自動設備は85か所となっております。また、通帳繰越機能付きＡＴＭへ随時入替
をしており、これにより休日を含めＡＴＭ稼働時間帯に通帳繰越が可能となっておりま
す。コンビニＡＴＭ提携については、セブン－イレブン店舗等に設置されたセブン銀行
ＡＴＭ、ローソン店舗等に設置されたローソン銀行ＡＴＭ及びファミリーマート等に設
置されたイーネットＡＴＭで当行キャッシュカードがご利用いただけます。コンビニＡ
ＴＭでの当行キャッシュカードのお取引は24時間ご利用可能となっており、より一層の
お客さまの利便性向上を図っております。

－ 7 －

事業の経過及び成果等
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当行が対処すべき課題
　日本経済は緩やかな拡大から一転、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により大幅
に下押しされており、マイナス成長が避けられない状況となっております。
　地域経済においても同様の動きとなっており、国内外の旅行者の減少による観光業の
売上減少、中国からの部品や材料の調達難による製造業の生産減少、自粛要請の拡大に
よる飲食業の売上減少等に伴う資金繰りの懸念が幅広い業種のお客さまに広がっており
ます。今後も新型コロナウイルス感染症拡大の収束が見通せないことから、厳しい状況
が続くと見込まれております。
　このような状況においては、まずはお客さまの資金繰りに対する不安を解消すること
が先決であり、迅速に取り組む必要性を強く認識しております。当行では2020年２月
10日より、「新型コロナウイルス感染症に関するご相談窓口」を全店に設置し、お客さ
まからのご相談をお受けしております。お客さまの業況の実態把握に努め、新規融資の
積極的な実施や既往債務の条件変更の迅速かつ柔軟な対応により資金繰り支援に万全を
期すとともに、失われた販売先や毀損されたサプライチェーンの再構築に向けた設備投
資や販路開拓等の本業支援に取り組んでまいります。
　また、中期経営計画の基本戦略を着実に遂行していくことで、経営体質の強化を図る
とともに、お客さまの金融支援や本業支援を通じて地域経済を活性化し、地域力の向上
に貢献してまいります。

－ 8 －

事業の経過及び成果等
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⑵　財産及び損益の状況 （単位：億円）
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

預 金 7,905 8,071 8,108 8,163
定 期 性 預 金 3,838 3,754 3,647 3,531
そ の 他 4,067 4,317 4,460 4,631

貸 出 金 5,242 5,524 5,711 5,902
個 人 向 け 1,057 1,055 1,062 1,042
中 小 企 業 向 け 2,799 3,064 3,215 3,264
そ の 他 1,384 1,404 1,433 1,595

有 価 証 券 2,694 2,011 1,779 1,974
国 債 425 187 185 249
そ の 他 2,268 1,823 1,594 1,725

総 資 産 8,513 8,552 8,610 8,645
内 国 為 替 取 扱 高 31,059 31,156 31,116 31,396

百万ドル 百万ドル 百万ドル 百万ドル
外 国 為 替 取 扱 高 12 13 10 9

百万円 百万円 百万円 百万円
経 常 利 益 2,141 1,365 1,599 1,811

百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 純 利 益 1,865 1,085 1,297 1,388

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 195　67 113　97 136　98 146　50

（注）１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益は、普通株式に係る当期純利益を普通株式の期中平均発行済株式総数で除し

て算出しております。なお、普通株式に係る期中平均発行済株式総数については、自己株式を除い
ております。

３．2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合いたしました。2016年度の期首
に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算出しております。

－ 9 －

財産及び損益の状況
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（ご参考）　連結業績の推移 （単位：億円）
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

百万円 百万円 百万円 百万円
経 常 収 益 15,550 15,566 13,840 13,738

百万円 百万円 百万円 百万円
経 常 利 益 2,358 963 1,285 1,599

百万円 百万円 百万円 百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 1,697 618 908 1,111

百万円 百万円 百万円 百万円
包 括 利 益 △914 703 1,309 △616
純 資 産 額 380 382 390 379
総 資 産 8,538 8,577 8,635 8,665

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

⑶　使用人の状況
当 年 度 末 前 年 度 末

使 用 人 数 579　人 605　人

平 均 年 齢 40　年　　　 4 　月 39　年　　　 7 　月

平 均 勤 続 年 数 16　年　　　 5 　月 15　年　　　 9 　月

平 均 給 与 月 額 319　千円 316　千円
（注）１．平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。

２．使用人数には、臨時雇員及び嘱託は含まれておりません。
３．平均給与月額は、賞与を除く３月中の平均給与月額であります。

－ 10 －

財産及び損益の状況、使用人の状況
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⑷　営業所等の状況
イ　営業所数の推移

当 年 度 末 前 年 度 末
店 うち出張所 店 うち出張所

岩 手 県 48 （ 2） 48 （ 2）

青 森 県 2 （－） 2 （－）

秋 田 県 1 （－） 1 （－）

宮 城 県 5 （－） 5 （－）

東 京 都 1 （－） 1 （－）

合 計 57 （ 2） 57 （ 2）
（注）上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を85か所（前年度末87か所）設置しております。

ロ　当年度新設営業所
　当年度において、新設営業所はありません。

（注）当年度において店舗外現金自動設備を以下の１か所新設し、３か所廃止いたしました。

○新設
　岩手医大トクタヴェール出張所　　（紫波郡矢巾町）

○廃止
　奥州市役所出張所　　　　　　　　（奥州市）
　スーパーセンター紫波出張所　　　（紫波郡紫波町）
　Ｎａｎａｋ出張所　　　　　　　　（盛岡市）

ハ　銀行代理業者の一覧
　該当事項なし

ニ　銀行が営む銀行代理業等の状況
　該当事項なし

－ 11 －

営業所等の状況
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⑸　設備投資の状況
イ　設備投資の総額 （単位：百万円）

設 備 投 資 の 総 額 334
（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ　重要な設備の新設等 （単位：百万円）
内 容 金 額

（新設・拡充・改修）

東 京 支 店 及 び 東 京 事 務 所 店 舗 の 移 転 27
（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

○当事業年度中に実施した重要な設備の処分、除却
旧東京支店及び旧東京事務所店舗の除却

⑹　重要な親会社及び子会社等の状況
イ　親会社の状況

　該当事項なし

ロ　子会社等の状況

会 社 名 所 在 地 主 要 業 務 内 容 設立年月日 資 本 金
当行が有する
子 会 社 等 の
議 決 権 比 率

その他

百万円 ％
株 式 会 社 東 北
ジェーシービーカード

岩手県盛岡市本宮
一丁目６番８号

クレジットカード業務
信用保証業務

1 9 8 3 年
５月17日 20 100.00 －

東 北 保 証
サービス株式会社

岩手県盛岡市茶畑
二丁目25番46号 信用保証業務 1 9 8 4 年

10月25日 30 100.00 －

と う ぎ ん 総 合
リ ー ス 株 式 会 社

岩手県盛岡市中ノ橋通
一丁目４番22号 リース業務 1 9 8 6 年

10月22日 20 100.00 －

東北銀ソフトウエア
サービス株式会社

岩手県盛岡市茶畑
二丁目25番46号

ソフトウェアの開発
並びに販売業務

1 9 8 7 年
８月20日 30 100.00 －

（注）１．上記の４社はすべて連結対象としております。
２．上記の４社を含めた当期の業績の成果は、「１．当行の現況に関する事項」中「⑵　財産及び損益

の状況」の「（ご参考）連結業績の推移」に記載しております。

－ 12 －

設備投資の状況、重要な親会社及び子会社等の状況
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重要な業務提携の概況
１．地方銀行64行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し等のサービス

（略称ＡＣＳ）を行っております。
２．地方銀行64行と都市銀行、信託銀行、第二地方銀行協会加盟行、信用金庫、信用組合、系

統農協・信漁連（農林中金、信連を含む）、労働金庫との提携により、現金自動設備の相互
利用による現金自動引出し等のサービス（略称ＭＩＣＳ）を行っております。

３．地銀ネットワークサービス株式会社（地方銀行64行の共同出資会社、略称ＣＮＳ）におい
て、データ伝送の方法により取引先企業との間の総合振込・口座振替・入出金取引明細等各
種データの授受のサービス等を行っております。

４．株式会社ゆうちょ銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出し及
び預入れサービスを行っております。

５．株式会社セブン銀行、株式会社イーネット及び株式会社ローソン銀行との提携により、コ
ンビニエンスストア等の店舗内に設置した共同設置現金自動設備による現金自動引出し及び
預入れサービスを行っております。

６．株式会社イオン銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しサー
ビスを行っております。

⑺　事業譲渡等の状況
　該当事項なし

⑻　その他銀行の現況に関する重要な事項
　該当事項なし

－ 13 －

重要な親会社及び子会社等の状況、事業譲渡等の状況、その他銀行の現況に関する重要な事項



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/18 10:36:06 / 19597253_株式会社東北銀行_招集通知（Ｃ）

２．会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
⑴　会社役員の状況 （年度末現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 そ の 他

村 上 尚 登 取 締 役 頭 取
（代 表 取 締 役） 秘書室、東京事務所担当 － －

横 澤 英 信 専 務 取 締 役 経営企画部、事務統括部
担当 － －

高 橋 淳 悦 常 務 取 締 役 人事部、市場金融部担当 － －

佐 藤 健 志 常 務 取 締 役
総務部、支店統括部、資
産運用コンサルティン
グ部、地域応援部担当

－ －

森 　 宏 樹 常 務 取 締 役 融資管理部担当 － －

小野寺　正　浩 取 締 役
本 店 営 業 部 長 － －

村 井 三 郎 取 締 役
（社 外 取 締 役）

村井三郎法律事務所　弁護士
岩手弁護士会　理事
岩手県人権擁護委員連合会、
盛岡市公正職務審査会　各会長

－

澤 口 豊 彰 取 締 役
（社 外 取 締 役）

株式会社澤口協同会計事務所、
株式会社サワグチ企画　各代表取締役 －

宮 田 俊 平 常 勤 監 査 役 － －

齋 藤 淳 夫 常 勤 監 査 役
（社 外 監 査 役） － －

熊 谷 祐 三 監 査 役 盛岡ガス株式会社、
盛岡ガス燃料株式会社　各代表取締役 －

南 部 利 文 監 査 役
（社 外 監 査 役）

有限会社オリックスセラミック、
南部恒産株式会社　各代表取締役 －

榧 野 信 治 監 査 役
（社 外 監 査 役） 株式会社テレビ岩手　代表取締役 －

－ 14 －

会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
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（当事業年度中に退任した役員）
氏 名 退 任 時 の 地 位 及 び 担 当 退任時の重要な兼職 そ の 他

國 分 正 人 専 務 取 締 役 秘書室、総務部
担当 －

2019年６月21日開催の
第99期定時株主総会終結
の時をもって辞任

（注）１．取締役村井三郎及び澤口豊彰は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役齋藤淳夫、南部利文及び榧野信治は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．村井三郎、澤口豊彰、齋藤淳夫及び南部利文は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の条件を満

たしていますので、独立役員として同取引所に届け出ております。
また、2015年11月25日開催の取締役会で「社外役員の独立性に関する基準」を決議しており、同
４氏は当該基準を充足する社外役員であります。

４．当行では、取締役会全体としての知識・経験・能力・専門性を備えたバランスの取れた構成を図る
とともに、取締役会による実効性の高い経営監督機能を確保するため、上記のとおり独立性のある
社外取締役を２名選任しております。

⑵　会社役員に対する報酬等 （単位：百万円）

区 分 支 給 人 数 報 酬 等
固 定 報 酬 業 績 連 動 報 酬

取 締 役 9 153 119 33

監 査 役 6 39 39 －

計 15 192 158 33

（注）１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
２．上記には、2019年６月21日開催の第99期定時株主総会終結の時をもって辞任した取締役１名及び

退任した監査役１名を含んでおります。
３．会社役員に対する株主総会で定められた報酬限度額は以下のとおりであります。

①　取締役（2008年６月25日開催の第88期定時株主総会決議）
月額20百万円以内であります。なお、使用人兼務取締役の使用人分給与は含みません。

②　監査役（2008年６月25日開催の第88期定時株主総会決議）
月額５百万円以内であります。

－ 15 －

会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
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４．当行は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その概要等は以下の
とおりであります。

①　取締役報酬に関する基本方針
取締役の報酬は、当行の業績及び企業価値の最大化に向けた意欲をより高めることのできる、適
切、公正かつバランスの取れた報酬水準・報酬体系とする。

②　報酬構成等の概要
・　取締役（社外取締役を除く）の報酬は、基本報酬である「固定報酬」と当期純利益及び各役員

の成果を反映した「業績連動報酬」で構成しております。「固定報酬」は報酬総額の７割程度、
「業績連動報酬」は報酬総額の３割程度となるよう設計しております。

・　社外取締役に対しては、業務執行から独立した立場を勘案し、役位に応じた「固定報酬」のみ
を支給しております。

・　監査役に対しては、常勤・非常勤の別、監査業務の分担状況等を考慮し、監査役会の協議によ
り決定された「固定報酬」のみを支給しております。

③　報酬の決定方法
・　取締役の報酬については、取締役会が決定権限を有しており、指名・報酬委員会の答申内容を

踏まえ株主総会の決議により定められた報酬限度額の範囲内において決定しております。
・　監査役の報酬については、監査役会が決定権限を有しており、株主総会の決議により定められ

た報酬限度額の範囲内において決定しております。

⑶　責任限定契約
　該当事項なし

３．社外役員に関する事項
⑴　社外役員の兼職その他の状況
氏 名 兼 職 そ の 他 の 状 況

村 井 三 郎
村井三郎法律事務所　弁護士
岩手弁護士会　理事
岩手県人権擁護委員連合会、
盛岡市公正職務審査会　各会長

澤 口 豊 彰 株式会社澤口協同会計事務所、
株式会社サワグチ企画　各代表取締役

齋 藤 淳 夫 －

南 部 利 文 有限会社オリックスセラミック、
南部恒産株式会社　各代表取締役

榧 野 信 治 株式会社テレビ岩手　代表取締役 当行との関係　取引先

－ 16 －

会社役員（取締役及び監査役）に関する事項、社外役員に関する事項
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⑵　社外役員の主な活動状況
氏 名 在 任 期 間 取締役会及び監査役会への出席状況 取締役会及び監査役会における発言その他の活動状況

村 井 三 郎 ４年９か月 当期開催の取締役会12回のす
べてに出席

弁護士としての豊富な経験に基づく専門知識を
有し、主にコンプライアンスの観点から活発な発
言を行っております。また、筆頭社外取締役及び
指名・報酬委員会委員長として、経営陣との意見
交換を適時行っております。

澤 口 豊 彰 ５年９か月 当期開催の取締役会12回のう
ち11回に出席

会計事務所経営者としての経験及び税理士とし
ての専門的な観点から、活発な発言を行っており
ます。また、指名・報酬委員会委員として、経営
陣との意見交換を適時行っております。

齋 藤 淳 夫 ２年９か月 当期開催の取締役会12回及び
監査役会９回のすべてに出席

長年県職員として携わった豊富な行政経験と幅
広い知見に基づき、議案・審議について必要な発
言を適宜行っております。

南 部 利 文 ８年９か月
当期開催の取締役会12回のう
ち10回及び監査役会９回のう
ち７回に出席

経営者としての豊富な経験と国内の幅広い交流
関係から得た高い見識に基づき、議案・審議につ
いて必要な発言を適宜行っております。

榧 野 信 治 ９か月
2019年６月21日就任以降開
催の取締役会10回のすべてに
出席及び監査役会７回のうち
６回に出席

長年報道機関に携わった経験及び経営者として
の豊富な経験と高い見識に基づき、議案・審議に
ついて必要な発言を適宜行っております。

⑶　社外役員に対する報酬等 （単位：百万円）
支 給 人 数 銀 行 か ら の 報 酬 等 銀 行 の 親 会 社 等 か ら の 報 酬 等

報 酬 等 の 合 計 6 22 －
（注）１．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

２．上記には、2019年６月21日開催の第99期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含
んでおります。

⑷　社外役員の意見
　３．社外役員に関する事項の⑴ から⑶ に記載した内容に対して、社外役員の意見はご
ざいません。

－ 17 －

社外役員に関する事項
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４．当行の株式に関する事項
⑴　株式数　　　　　発行可能株式総数（注） 30,000千株

普通株式 30,000千株
第一種優先株式 30,000千株

（注）定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。
発行済株式の総数 13,509千株

普通株式 9,509千株
第一種優先株式 4,000千株

⑵　当年度末株主数　普通株式 6,380名
第一種優先株式 1名

⑶　大株主
普通株式

株 主 の 氏 名 又 は 名 称
当 行 へ の 出 資 状 況

持 株 数 等 持 株 比 率

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 552千株 5.83％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 456 4.82

東 北 銀 行 従 業 員 持 株 会 240 2.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 196 2.07

株 式 会 社 富 士 電 業 社 180 1.90

Ｄ Ｆ Ａ  Ｉ Ｎ Ｔ Ｌ  Ｓ Ｍ Ａ Ｌ Ｌ
Ｃ Ａ Ｐ  Ｖ Ａ Ｌ Ｕ Ｅ  Ｐ Ｏ Ｒ Ｔ Ｆ Ｏ Ｌ Ｉ Ｏ
（常 任 代 理 人）シ テ ィ バ ン ク、エ ヌ・エ イ 東 京 支 店

174 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 118 1.24

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 116 1.23

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 110 1.16

大 樹 生 命 保 険 株 式 会 社 107 1.13
（注）１．持株数等、持株比率とも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．持株比率は、発行済の普通株式の総数から自己株式（39千株）を除いて計算しております。

－ 18 －

当行の株式に関する事項
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第一種優先株式

株 主 の 氏 名 又 は 名 称
当 行 へ の 出 資 状 況

持 株 数 等 持 株 比 率

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 4,000千株 100.00％

５．当行の新株予約権等に関する事項
⑴　事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等

　該当事項なし

⑵　事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等
　該当事項なし

６．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の状況 （単位：百万円）
氏 名 又 は 名 称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他

北光監査法人
34

監査役会は、日本監査役協会
が公表する「会計監査人との
連携に関する実務指針」を踏
まえ、監査項目別監査時間及
び監査報酬の推移並びに過年
度の監査計画と実績の状況を
確認し、当該事業年度の監査
時間及び報酬額の見積りの妥
当性を検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法
第399条第１項の同意を行っ
ております。

業務執行社員 遠 藤 明 哲
業務執行社員 戸 小 台 　 　 　 誠

（注）１．当行及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は34百万円であります。
２．当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

等の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当該事業年度に係る
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

⑵　責任限定契約
　該当事項なし

－ 19 －

当行の株式に関する事項、当行の新株予約権等に関する事項、会計監査人に関する事項
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⑶　会計監査人に関するその他の事項
イ　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監
査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。

ロ　会社法第444条第３項に規定する大会社である場合には、銀行の会計監査人以外の公
認会計士又は監査法人が、銀行の重要な子会社及び子法人等の計算関係書類の監査を
しているときは、その事実

　該当事項なし

７．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項なし

８．業務の適正を確保する体制
　会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容の概要は次の
とおりであります。
⑴　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ　銀行の社会的責任と公共的使命を基本とした企業倫理の構築を図るため、コンプライ
アンスマニュアルを制定し、法令等遵守が経営の最重要課題であることを認識しその徹
底を図る。

ロ　法令等に違反の疑義が生じた場合は、法令及び就業規則等に基づき適切な措置をとる
とともに、必要な対応策を迅速に講ずる。

ハ　コンプライアンス管理体制の充実のため、コンプライアンス・プログラムを年度毎に
策定し、その進捗状況を管理・分析する。

ニ　法令等遵守に関する諸問題に対し円滑な対応ができるよう組織体制・規程の整備を図
るとともに、法令等遵守に関連する法務情報の収集に努め、適切な対応を行なう。

ホ　反社会的勢力への対応についてコンプライアンスマニュアルに定め、反社会的勢力に
毅然として立ち向かい、関係遮断を重視した体制を構築する。

へ　監査役は取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを監視・検証し改善勧告
を行なう。

－ 20 －

会計監査人に関する事項、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針、業務の適正を確保する体制
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⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報を記録し、その取扱いに関する規程に従い、保存及び管
理する。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ　業務運営の長期的な安定を確保するため、リスク管理の方針及びリスク管理に係る規

程を取締役会において決定する。
ロ　統合リスク管理及び資産・負債の総合管理にかかる事項を組織横断的に管理するため、

ＡＬＭ委員会を設置する。
ハ　リスク管理全体を統括する統合的リスク管理の統括部署を設置するとともに、リスク

の種類ごとに主管部署を定め管理する。
ニ　大規模災害等、緊急事態が発生した場合における金融システムの機能維持を目的とす

る業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、緊急事態発生時にも適切に対処する。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ　取締役会は、経営計画を定め、当行の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督

する。
ロ　取締役会は、執行役員に対し取締役会の決定した業務執行を行わせることができ、業

務執行を監督するとともに必要に応じて指揮命令を行う。
ハ　効率的業務執行のため、職務分掌及び責任権限の規程にもとづき職務の分担を定める。

⑸　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ　使用人に対し法令・定款及びその他の規程の遵守を徹底するため、コンプライアンス

マニュアルを制定し、意識の醸成に努める。
ロ　コンプライアンスの整備・強化のため、コンプライアンス委員会を設置する。
ハ　コンプライアンス統括部署は年度毎に策定されたコンプライアンス・プログラムを適

切に運営する。

－ 21 －

業務の適正を確保する体制
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⑹　次に掲げる体制その他の当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制

イ　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当行への報告に関する体制
・　子会社管理の規程により、業績、財務状況、その他業務執行に係る重要事項につい

て、子会社が当行に協議・報告する事項を定め、適切に管理する。
ロ　子会社の損失の危険の管理に関する規程のその他の体制

・　子会社においてリスク管理規程等を定めるほか、リスク管理を確保するため、子会
社管理の規程により子会社が行う各業務の所管部署を定め、業務運営について管理・
指導を行う。

ハ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・　子会社が年度毎策定する経営計画を、当行の統括部署にて協議の上、常務会にて決

裁を行う。
・　子会社管理の規程に基づき、子会社の業務執行に際して適切な管理・指導を行う。

ニ　子会社の取締役等及び使用人等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
・　子会社においてもコンプライアンスマニュアル等を策定し、責任者を配置する。
・　当行の監査部署は子会社を監査し損失発生の危険性及び不適切な業務の内容が認め

られた場合、監査部署を担当する役付取締役及び常勤監査役に報告する。

⑺　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

　監査役の職務を円滑に遂行するため、監査役は必要に応じ職務遂行を補助する使用人を
置くことができる。

⑻　前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性確保に関する
事項

イ　監査役を補助する使用人は他部署の役職員を兼務せず、補助すべき期間中は取締役の
指示・命令は受けないものとする。

ロ　監査役を補助する使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定は常勤監査役に事前
の同意を得る。また、他部署との役職員を兼務しない場合の人事考課は常勤監査役が行
う。

－ 22 －

業務の適正を確保する体制



2020/05/18 10:36:06 / 19597253_株式会社東北銀行_招集通知（Ｃ）

⑼　次に掲げる体制その他の当行の監査役への報告に関する体制
イ　当行の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制

・　役職員が法令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれが
ある場合は当該事実を遅滞なく監査役に報告する。

・　監査役からの監査業務の執行に必要と判断した報告の要請に対しては、取締役、使
用人は速やかにその事項について報告する。

・　取締役の職務の執行を監査するため監査役は重要な会議等へ出席する。
ロ　子会社の取締役・監査役及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者が当行の監

査役に報告をするための体制
・　子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に

報告をするための体制を整備する。
・　子会社の使用人等は、当行監査役から事業の報告を求められた場合は、速やかに適

切な報告を行う。

⑽　監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制

　監査役へ報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制を整備する。

⑾　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債
務を処理する。

⑿　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ　監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち、重要課題等について意見を交換し、代

表取締役との相互認識を深める。
ロ　監査役は、職責を実効的に遂行する体制を確保するため、監査役会規程において定め

る権限を行使する。

－ 23 －

業務の適正を確保する体制



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/18 10:36:06 / 19597253_株式会社東北銀行_招集通知（Ｃ）

⒀　内部統制システムの運用状況の概要
　当行は取締役会において、「内部統制システムの構築に関する基本方針」（以下、「基
本方針」という。）を決議しており、制定した基本方針に基づき内部統制システムを構築・
運用するとともに、適宜見直しを行い、内部統制の整備を図っております。
　当事業年度における基本方針に基づく運用状況の概要は、次のとおりであります。
イ　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することならびに効率的に行われることの

確保
　経営に関わる重要事項の決定を行うとともに、業務の執行状況に関する監督を行う定
例の取締役会を12回開催しております。
　また、取締役会で定めた基本方針に基づく業務執行や常務会規程に基づく付議案件等
について審議するとともに、重要な銀行業務に係る意思決定機関としての機能を担う常
務会を57回開催しております。

ロ　リスク管理体制
　リスク管理体制については「資産・負債の総合管理」、「統合管理（自己資本管理）」、
「流動性リスク管理」の運用方針を取締役会が半年ごとに定めＡＬＭ委員会において管
理する体制としております。
　ＡＬＭ委員会は22回開催しております。
　ＡＬＭ委員会の協議決定事項のうち重要な事項については、取締役会へ付議・報告し
ております。

ハ　コンプライアンス体制
　法令等遵守体制の整備、強化及び事務管理を徹底することを目的としたコンプライア
ンス委員会は４回開催しております。
　コンプライアンスマニュアルの改定、コンプライアンス・プログラムの策定、その他
コンプライアンスに関する重要な事項を取締役会へ付議・報告しております。

ニ　当行グループにおける業務の適正の確保
　銀行と子会社等との情報共有及び円滑な意思疎通を図るための連絡会議を４回開催し
ております。
　子会社においてリスク管理規程及びコンプライアンスマニュアル等を定めるほか、緊
密な協議、報告体制を整え業務運営について適切な管理・指導を行っております。

－ 24 －
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ホ　監査役の監査が実効的に行われることの確保等
　監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い、又は決議をする監査役会
を９回開催しております。また、取締役会への出席を通して取締役の業務執行状況につ
いて監査を行うとともに、営業店及び本部各部の業務執行状況について営業店長、本部
各部長と面談し、内部統制の有効性及び法令等遵守状況等を監査しております。
　内部監査の状況、コンプライアンスの状況について監査役と情報交換する監査連絡会
を四半期ごとに開催しております。
　会計に関する部分については会計監査人から監査の実施状況について報告を受け、意
見交換会を実施するなど連携をとっております。これらにより監査役会が内部統制機能
を監査するとともに、監査結果に基づき内部統制機能等について取締役に助言すること
としております。

９．特定完全子会社に関する事項
　該当事項なし

10. 親会社等との間の取引に関する事項
　該当事項なし

11. 会計参与に関する事項
　該当事項なし

12. その他
　該当事項なし

－ 25 －

業務の適正を確保する体制、特定完全子会社に関する事項、親会社等との間の取引に関する事項、会計参与に関する事項、その他
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第100期末（2020年３月31日現在）貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）
現 金 預 け 金

現 金
預 け 金

コ ー ル ロ ー ン
有 価 証 券

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

外 国 為 替
外 国 他 店 預 け

そ の 他 資 産
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

33,819
15,051
18,768
20,000

197,497
24,933
62,774
74,142
4,466

31,180
590,264

2,301
42,397

497,858
47,707

552
552

10,832
3

579
10,250

7,813
1,717
5,486

73
535
533
381
152
839

1,038
4,425

△3,094

（負　 債　 の　 部）
預 金 816,382

当 座 預 金 14,401
普 通 預 金 432,547
貯 蓄 預 金 12,575
通 知 預 金 1,117
定 期 預 金 335,437
定 期 積 金 17,755
そ の 他 の 預 金 2,547

譲 渡 性 預 金 400
借 用 金 905

借 入 金 905
そ の 他 負 債 4,505

未 払 法 人 税 等 173
未 払 費 用 146
前 受 収 益 344
給 付 補 塡 備 金 2
リ ー ス 債 務 17
資 産 除 去 債 務 32
そ の 他 の 負 債 3,789

睡眠預金払戻損失引当金 16
偶 発 損 失 引 当 金 148
再評価に係る繰延税金負債 822
支 払 承 諾 4,425
負 債 の 部 合 計 827,606
（純　資　産　の　部）
資 本 金 13,233
資 本 剰 余 金 11,159

資 本 準 備 金 11,154
そ の 他 資 本 剰 余 金 4

利 益 剰 余 金 11,003
利 益 準 備 金 868
そ の 他 利 益 剰 余 金 10,135

繰 越 利 益 剰 余 金 10,135
自 己 株 式 △73
株 主 資 本 合 計 35,322
その他有価証券評価差額金 △72
土 地 再 評 価 差 額 金 1,665
評価・換算差額等合計 1,592
純 資 産 の 部 合 計 36,915

資 産 の 部 合 計 864,522 負債及び純資産の部合計 864,522

－ 26 －

貸借対照表
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第100期 ( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 12,390
資 金 運 用 収 益 9,644

貸 出 金 利 息 7,993
有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,672
コ ー ル ロ ー ン 利 息 △20
債券貸借取引受入利息 0
預 け 金 利 息 △1
そ の 他 の 受 入 利 息 0

役 務 取 引 等 収 益 1,935
受 入 為 替 手 数 料 753
そ の 他 の 役 務 収 益 1,181

そ の 他 業 務 収 益 291
外 国 為 替 売 買 益 1
国 債 等 債 券 売 却 益 289

そ の 他 経 常 収 益 518
償 却 債 権 取 立 益 52
株 式 等 売 却 益 335
そ の 他 の 経 常 収 益 129

経 常 費 用 10,579
資 金 調 達 費 用 112

預 金 利 息 110
譲 渡 性 預 金 利 息 0
借 用 金 利 息 0
そ の 他 の 支 払 利 息 0

役 務 取 引 等 費 用 827
支 払 為 替 手 数 料 119
そ の 他 の 役 務 費 用 707

そ の 他 業 務 費 用 216
国 債 等 債 券 売 却 損 78
国 債 等 債 券 償 還 損 135
そ の 他 の 業 務 費 用 2

営 業 経 費 8,540
そ の 他 経 常 費 用 882

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 242
貸 出 金 償 却 5
株 式 等 売 却 損 544
株 式 等 償 却 28
そ の 他 の 経 常 費 用 61

経 常 利 益 1,811

科 目 金 額
特 別 利 益 0

固 定 資 産 処 分 益 0
特 別 損 失 6

固 定 資 産 処 分 損 4
減 損 損 失 1

税 引 前 当 期 純 利 益 1,805
法人税、住民税及び事業税 287
法 人 税 等 調 整 額 129
法 人 税 等 合 計 416
当 期 純 利 益 1,388

－ 27 －

損益計算書
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第100期 ( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 13,233 11,154 4 11,159 773 9,315 10,089 △72 34,409
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 94 △568 △474 △474
当 期 純 利 益 1,388 1,388 1,388
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 94 819 914 △0 913
当 期 末 残 高 13,233 11,154 4 11,159 868 10,135 11,003 △73 35,322

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 1,508 1,665 3,174 37,583
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △474
当 期 純 利 益 1,388
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △1,581 － △1,581 △1,581

当 期 変 動 額 合 計 △1,581 － △1,581 △668
当 期 末 残 高 △72 1,665 1,592 36,915

－ 28 －

株主資本等変動計算書
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第100期末（2020年３月31日現在）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）
現 金 預 け 金
コールローン及び買入手形
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
土 地
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

33,819
20,000

196,422
587,606

552
16,793
7,910
1,745
5,517

73
574
574
421
152
623

1,132
4,425

△3,317

（負　 債　 の　 部）
預 金 814,398
譲 渡 性 預 金 400
借 用 金 905
そ の 他 負 債 7,401
退 職 給 付 に 係 る 負 債 15
睡眠預金払戻損失引当金 16
偶 発 損 失 引 当 金 148
ポ イ ン ト 引 当 金 22
利 息 返 還 損 失 引 当 金 8
再評価に係る繰延税金負債 822
支 払 承 諾 4,425
負 債 の 部 合 計 828,565
（純　資　産　の　部）
資 本 金 13,233
資 本 剰 余 金 12,003
利 益 剰 余 金 11,370
自 己 株 式 △73
株 主 資 本 合 計 36,533
その他有価証券評価差額金 △70
土 地 再 評 価 差 額 金 1,665
退職給付に係る調整累計額 △150
その他の包括利益累計額合計 1,444
純 資 産 の 部 合 計 37,977

資 産 の 部 合 計 866,543 負債及び純資産の部合計 866,543

－ 29 －

連結貸借対照表
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第100期 ( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 13,738

資 金 運 用 収 益 9,200

貸 出 金 利 息 7,993

有 価 証 券 利 息 配 当 金 1,227

コ ー ル ロ ー ン 利 息 及 び 買 入 手 形 利 息 △20

債券貸借取引受入利息 0

預 け 金 利 息 △1

そ の 他 の 受 入 利 息 0

役 務 取 引 等 収 益 2,392

そ の 他 業 務 収 益 1,622

そ の 他 経 常 収 益 523

償 却 債 権 取 立 益 52

そ の 他 の 経 常 収 益 471

経 常 費 用 12,139

資 金 調 達 費 用 112

預 金 利 息 110

譲 渡 性 預 金 利 息 0

借 用 金 利 息 0

そ の 他 の 支 払 利 息 0

役 務 取 引 等 費 用 848

そ の 他 業 務 費 用 1,161

営 業 経 費 9,124

そ の 他 経 常 費 用 891

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 234

そ の 他 の 経 常 費 用 657

経 常 利 益 1,599

科 目 金 額

特 別 利 益 0

固 定 資 産 処 分 益 0

特 別 損 失 6

固 定 資 産 処 分 損 4

減 損 損 失 1

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,592

法人税、住民税及び事業税 342

法 人 税 等 調 整 額 138

法 人 税 等 合 計 480

当 期 純 利 益 1,111

親会社株主に帰属する当期純利益 1,111

－ 30 －
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第100期 ( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 13,233 12,003 10,732 △72 35,896

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △474 △474

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 1,111 1,111

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 637 △0 637

当 期 末 残 高 13,233 12,003 11,370 △73 36,533

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 土地再評価差額金 退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,510 1,665 △2 3,173 39,069

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △474

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 1,111

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △1,581 － △147 △1,728 △1,728

当 期 変 動 額 合 計 △1,581 － △147 △1,728 △1,091

当 期 末 残 高 △70 1,665 △150 1,444 37,977

－ 31 －

連結株主資本等変動計算書
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月７日

株式会社 東　北　銀　行
取締役会　御中

北　光　監　査　法　人
岩手県盛岡市

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 遠 藤 明 哲㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 戸 小 台 誠㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東北銀行の2019年４月１日か
ら2020年３月31日までの第100期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月７日

株式会社 東　北　銀　行
取締役会　御中

北　光　監　査　法　人
岩手県盛岡市

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 遠 藤 明 哲㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 戸 小 台 誠㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社東北銀行の2019年４月１日から2020
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社東北銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第100期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、中期経営計画の進捗状況等を重点監査項目とし
　て設定し、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査
　人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、
　内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
　に、以下の方法で監査を実施しました。
　① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
　 を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な支店等において業
　 務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
　 意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産
　 の状況を調査いたしました。
　② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
　 体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
　 して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
　 当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について、取締役及び使用人等
　 からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
　 いたしました。
　③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
　 もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　 また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
　 第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
　 等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 36 －

監査役会の監査報告



2020/05/18 10:36:06 / 19597253_株式会社東北銀行_招集通知（Ｃ）

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
 めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
 ません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
 ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
 れません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人北光監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　　会計監査人北光監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2020年５月11日

株　式　会　社　 東　北　銀　行　 監　査　役　会
常　勤　監　査　役 宮 田 俊 平㊞
常　勤　監　査　役
 ( 社 外 監 査 役 ) 齋 藤 淳 夫㊞
監　　　査　　　役 熊 谷 祐 三㊞
社　外　監　査　役 南 部 利 文㊞
社　外　監　査　役 榧 野 信 治㊞

以　上

－ 37 －
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株主総会参考書類
第１号議案　剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
１．配当財産の種類

　金銭といたします。
２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額
(1) 普通株式

　第100期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘
案いたしまして、当行普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当金総額は236,768,775円となります。

(2) 第一種優先株式
　定款の定めに従いまして、当行第一種優先株式１株につき金０円12銭５厘とい
たしたいと存じます。
　なお、この場合の配当金総額は500,000円となります。

３．剰余金の配当が効力を生じる日
　2020年６月24日といたしたいと存じます。

－ 38 －
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第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
(1) 監査等委員会設置会社への移行に伴う変更

　当行は、取締役会の監督機能を強化し、コーポレートガバナンスの更なる充実を図
るため、監査等委員会設置会社に移行いたします。
　つきましては、当行定款につきまして、監査等委員会及び監査等委員に関する規定
の新設並びに監査役会及び監査役に関する規定の削除等、所要の変更を行うものであ
ります。

(2) 上記(1)以外の変更
　取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が期待される役割を十分に発揮で
きるよう、会社法第427条に定める責任限定契約を締結できる旨の規定を追加するも
のであります。なお、当該変更については、各監査役の同意を得ております。

(3) その他
　上記(1)及び(2)の変更に伴う条数の整備など、その他所要の変更を行うものであり
ます。

－ 39 －
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２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。
　なお、本議案は、本総会終結の時をもって効力を生じるものといたします。

（下線は変更箇所を示しています。）
現　行　定　款 変　　更　　案
第１章　　総則 第１章　　総則

第１条～第３条　（条文省略） 第１条～第３条　（現行どおり）

（機関） （機関）
第４条　当銀行は、株主総会及び取締役のほか次の

機関を置く。
第４条　当銀行は、株主総会及び取締役のほか次の

機関を置く。
１．取締役会 １．取締役会
２．監査役 ２．監査等委員会
３．監査役会 （削　除）
４．会計監査人 ３．会計監査人

（公告方法） （公告方法）
第５条　当銀行の公告方法は、電子公告とする。た

だし、やむを得ない事由によって電子公告に
よる公告をすることができない場合は、岩手
県盛岡市において発行する岩手日報及び東京
都において発行する日本経済新聞に掲載す
る。

第５条　当銀行の公告方法は、電子公告とする。た
だし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場
合は、岩手県盛岡市において発行する岩手日
報及び東京都において発行する日本経済新聞
に掲載する。

第２章　　株式 第２章　　株式
第６条～第10条　（条文省略） 第６条～第10条　（現行どおり）

（株主名簿管理人） （株主名簿管理人）
第11条　（条文省略） 第11条　（現行どおり）

②　株主名簿管理人及びその事務取扱場所は取
締役会の決議によって定め、これを公告す
る。

②　株主名簿管理人及びその事務取扱場所は取
締役会の決議又は取締役会の決議によって委
任を受けた取締役の決定によって定め、これ
を公告する。

③　（条文省略） ③　（現行どおり）

－ 40 －
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現　行　定　款 変　　更　　案
（株式取扱規程） （株式取扱規程）
第12条　当銀行の株式に関する取扱い及び手数料

は、法令又は定款のほか、取締役会において
定める株式取扱規程による。

第12条　当銀行の株式に関する取扱い及び手数料
は、法令又は定款のほか、取締役会又は取締
役会の決議によって委任を受けた取締役にお
いて定める株式取扱規程による。

第２章の２　　優先株式 第２章の２　　優先株式
（第一種優先配当金） （第一種優先配当金）
第12条の２　当銀行は、第41条に定める剰余金の配

当をするときは、当該剰余金の配当に係る基
準日の最終の株主名簿に記載又は記録された
第一種優先株式を有する株主（以下「第一種
優先株主」という。）又は第一種優先株式の
登録株式質権者（以下「第一種優先登録株式
質権者」という。）に対し、普通株式を有す
る株主（以下「普通株主」という。）及び普
通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株
式質権者」という。）に先立ち、第一種優先
株式１株につき、第一種優先株式１株当たり
の払込金額相当額（ただし、第一種優先株式
につき、株式の分割、株式無償割当て、株式
の併合又はこれに類する事由があった場合に
は、適切に調整される。）に、第一種優先株
式の発行に先立って取締役会の決議によって
定める配当年率を乗じて算出した額の金銭
（以下「第一種優先配当金」という。）の配
当をする。ただし配当年率は８％を上限とす
る。また、当該基準日の属する事業年度にお
いて第一種優先株主又は第一種優先登録株式
質権者に対して第12条の３に定める第一種
優先中間配当金を支払ったときは、その額を
控除した額とする。

第12条の２　当銀行は、第37条に定める剰余金の配
当をするときは、当該剰余金の配当に係る基
準日の最終の株主名簿に記載又は記録された
第一種優先株式を有する株主（以下「第一種
優先株主」という。）又は第一種優先株式の
登録株式質権者（以下「第一種優先登録株式
質権者」という。）に対し、普通株式を有す
る株主（以下「普通株主」という。）及び普
通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株
式質権者」という。）に先立ち、第一種優先
株式１株につき、第一種優先株式１株当たり
の払込金額相当額（ただし、第一種優先株式
につき、株式の分割、株式無償割当て、株式
の併合又はこれに類する事由があった場合に
は、適切に調整される。）に、第一種優先株
式の発行に先立って取締役会の決議によって
定める配当年率を乗じて算出した額の金銭
（以下「第一種優先配当金」という。）の配
当をする。ただし配当年率は８％を上限とす
る。また、当該基準日の属する事業年度にお
いて第一種優先株主又は第一種優先登録株式
質権者に対して第12条の３に定める第一種
優先中間配当金を支払ったときは、その額を
控除した額とする。

②～③　（条文省略） ②～③　（現行どおり）

－ 41 －
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現　行　定　款 変　　更　　案
（第一種優先中間配当金） （第一種優先中間配当金）
第12条の３　当銀行は、第42条に定める中間配当を

するときは、当該中間配当に係る基準日の最
終の株主名簿に記載又は記録された第一種優
先株主又は第一種優先登録株式質権者に対
し、普通株主及び普通登録株式質権者に先立
ち、第一種優先株式１株につき、第一種優先
配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以
下「第一種優先中間配当金」という。）を支
払う。

第12条の３　当銀行は、第38条に定める中間配当を
するときは、当該中間配当に係る基準日の最
終の株主名簿に記載又は記録された第一種優
先株主又は第一種優先登録株式質権者に対
し、普通株主及び普通登録株式質権者に先立
ち、第一種優先株式１株につき、第一種優先
配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以
下「第一種優先中間配当金」という。）を支
払う。

第12条の４～第12条の９　（条文省略） 第12条の４～第12条の９　（現行どおり）

（除斥期間） （除斥期間）
第12条の10　第43条の規定は、第一種優先配当金及

び第一種優先中間配当金の支払についてこれ
を準用する。

第12条の10　第39条の規定は、第一種優先配当金及
び第一種優先中間配当金の支払についてこれ
を準用する。

第３章　株主総会 第３章　株主総会
第13条～第14条　（条文省略） 第13条～第14条　（現行どおり）

（招集権者及び議長） （招集権者及び議長）
第15条　株主総会は、取締役頭取がこれを招集し、

その議長にあたる。
第15条　株主総会は、法令に別段の定めがある場合

を除き、取締役頭取がこれを招集し、その議
長にあたる。

②　（条文省略） ②　（現行どおり）

第16条～第19条　（条文省略） 第16条～第19条　（現行どおり）

第４章　取締役及び取締役会 第４章　取締役及び取締役会並びに監査等委員会
（取締役の員数） （取締役の員数）
第20条　当銀行の取締役は、10名以内とする。 第20条　当銀行の取締役（監査等委員であるものを

除く。）は、10名以内とする。
（新　設） ②　当銀行の監査等委員である取締役は、５名

以内とする。

－ 42 －
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現　行　定　款 変　　更　　案
（取締役の選任） （取締役の選任）
第21条　取締役は、株主総会の決議により選任す

る。
第21条　取締役は、監査等委員である取締役とそれ

以外の取締役とを区別して、株主総会の決議
により選任する。

②　取締役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をも
ってこれを行う。

②　取締役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をも
って行う。

③　（条文省略） ③　（現行どおり）

（取締役の任期） （取締役の任期）
第22条　取締役の任期は、選任後２年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとする。

第22条　取締役（監査等委員であるものを除く。）
の任期は、選任後１年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会の
終結の時までとする。

（新　設） ②　監査等委員である取締役の任期は、選任後
２年以内に終了する事業年度のうち最終のも
のに関する定時株主総会の終結の時までとす
る。

②　増員又は任期の満了前に退任した取締役の
補欠として選任された取締役の任期は、他の
在任取締役の任期の満了する時までとする。

③　任期の満了前に退任した監査等委員である
取締役の補欠として選任された監査等委員で
ある取締役の任期は、退任した監査等委員で
ある取締役の任期の満了する時までとする。

（新　設） ④　会社法第329条第３項に基づき選任された
補欠の監査等委員である取締役の選任決議が
効力を有する期間は、当該決議によって短縮
されない限り、選任後２年以内に終了する事
業年度のうち最終のものに関する定時株主総
会の開始の時までとする。

（役付取締役及び代表取締役） （代表取締役及び役付取締役）
第23条　　　　　　（新　設） 第23条　取締役会は、その決議によって、取締役（監

査等委員であるものを除く。）の中から、代
表取締役を選定する。

－ 43 －
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現　行　定　款 変　　更　　案
　取締役会の決議をもって取締役頭取１名を
置き、必要に応じて取締役会長１名及び取締
役副頭取、専務取締役、常務取締役各若干名
を置くことができる。

②　取締役会は、その決議によって、取締役（監
査等委員であるものを除く。）の中から、取
締役頭取１名を置き、必要に応じて取締役会
長１名及び取締役副頭取、専務取締役、常務
取締役各若干名を置くことができる。

②　取締役頭取は当銀行を代表し、他に当銀行
を代表する取締役を取締役会の決議をもって
選定することができる。

（削　除）

（取締役会）
第24条　取締役をもって取締役会を組織する。 （削　除）

②　取締役会に関する事項は、取締役会の定め
る取締役会規程による。

（削　除）

（取締役会の招集及び議長） （取締役会の招集権者及び議長）
第25条　（条文省略） 第24条　（現行どおり）

②　（条文省略） ②　（現行どおり）
③　取締役会は、取締役及び監査役の全員の同

意があるときは、招集の手続きを省略して開
くことができる。

③　取締役会は、取締役全員の同意があるとき
は、招集の手続を省略して開くことができ
る。

（監査等委員会の招集）
（新　設） 第25条　監査等委員会の招集通知は、会日の３日前

までに発するものとする。ただし、緊急の必
要があるときは、これを短縮することができ
る。

（新　設） ②　監査等委員会は、監査等委員全員の同意が
あるときは、招集の手続を省略して開くこと
ができる。

（取締役会の決議）
第26条　取締役会の決議は、法令に別段の定めがあ

るもののほか、取締役の過半数が出席し、そ
の取締役の過半数をもってこれを行う。

（削　除）

－ 44 －
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現　行　定　款 変　　更　　案
第27条　（条文省略） 第26条　（現行どおり）

（取締役への委任）
（新　設） 第27条　当銀行は、会社法第399条の13第６項の規

定により、取締役会の決議によって重要な業
務執行（同条第５項各号に掲げる事項を除
く。）の決定を取締役に委任することができ
る。

（取締役会規程）
（新　設） 第28条　取締役会に関する事項は、法令又は定款の

ほか、取締役会において定める取締役会規程
による。

（監査等委員会規程）
（新　設） 第29条　監査等委員会に関する事項は、法令又は定

款のほか、監査等委員会において定める監査
等委員会規程による。

（取締役の報酬等）
（新　設） 第30条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当銀行から受ける財産上の利益は、
監査等委員である取締役とそれ以外の取締役
とを区別して、株主総会の決議によって定め
る。

（取締役の責任限定契約）
（新　設） 第31条　当銀行は、会社法第427条第１項の規定に

より、取締役（業務執行取締役等であるもの
を除く。）との間で、同法第423条第１項の
損害賠償責任について、法令に定める要件に
該当する場合には損害賠償責任を限定する契
約を締結することができる。ただし、当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に
定める最低責任限度額とする。

－ 45 －
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現　行　定　款 変　　更　　案
第28条　（条文省略） 第32条　（現行どおり）

第５章　監査役及び監査役会 （削　除）
（監査役の員数）
第29条　当銀行の監査役は、４名以上５名以内とす

る。
（削　除）

（監査役の選任）
第30条　監査役は、株主総会の決議により選任す

る。
（削　除）

②　監査役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を有
する株主が出席し、その議決権の過半数をも
ってこれを行う。

（削　除）

（監査役の任期）
第31条　監査役の任期は、選任後４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとする。

（削　除）

②　任期満了前に退任した監査役の補欠として
選任された監査役の任期は、退任した監査役
の任期の満了する時までとする。

（削　除）

（補欠の監査役）
第32条　会社法第329条第３項に基づく補欠の監査

役の選任に係る決議が効力を有する期間は、
当該決議によって短縮されない限り、当該決
議後４年以内に終了する事業年度のうち最終
のものに関する定時株主総会の開始の時まで
とする。

（削　除）

②　補欠の監査役が監査役に就任した場合の任
期は、退任した監査役の任期の満了する時ま
でとする。ただし、選任後４年以内に終了す
る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時を超えることができない。

（削　除）

－ 46 －

定款変更議案
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現　行　定　款 変　　更　　案
（常勤の監査役及び常任監査役）
第33条　常勤の監査役は、監査役会の決議により選

定する。
（削　除）

②　常勤の監査役のなかから監査役会の決議に
より常任監査役を選定することができる。

（削　除）

（監査役会の招集手続）
第34条　監査役会の招集通知は、会日の３日前まで

に発するものとする。ただし、緊急の必要が
あるときは、これを短縮することができる。

（削　除）

②　監査役会は、監査役全員の同意があるとき
は、招集の手続きを省略して開くことができ
る。

（削　除）

（監査役会の決議）
第35条　監査役会の決議は、法令に別段の定めがあ

るもののほか、監査役の過半数をもってこれ
を行う。

（削　除）

（監査役会規程）
第36条　監査役会に関する事項は、監査役会の定め

る監査役会規程による。
（削　除）

第６章　会計監査人 第５章　会計監査人
第37条　（条文省略） 第33条　（現行どおり）

（会計監査人の任期） （会計監査人の任期）
第38条　会計監査人の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定
時株主総会終結の時までとする。

第34条　会計監査人の任期は、選任後１年以内に終
了する事業年度のうち最終のものに関する定
時株主総会の終結の時までとする。

②　（条文省略） ②　（現行どおり）

（会計監査人の報酬等） （会計監査人の報酬等）
第39条　会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査

役会の同意を得て定める。
第35条　会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査

等委員会の同意を得て定める。

－ 47 －
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現　行　定　款 変　　更　　案
第７章　計算 第６章　計算

第40条　（条文省略） 第36条　（現行どおり）

（剰余金の配当等） （剰余金の配当等）
第41条　当銀行は株主総会の決議によって毎年３月

31日の最終株主名簿に記載又は記録された
株主又は登録株式質権者に対し金銭による剰
余金の配当（以下「期末配当金」という。）
を支払う。

第37条　当銀行は株主総会の決議によって毎年３月
31日の最終の株主名簿に記載又は記録され
た株主又は登録株式質権者に対し金銭による
剰余金の配当（以下「期末配当金」という。）
を支払う。

（中間配当） （中間配当）
第42条　当銀行は取締役会の決議によって、毎年９

月30日の最終の株主名簿に記載又は記録さ
れた株主又は登録株式質権者に対し、会社法
454条第５項に定める剰余金の配当（以下「中
間配当金」という。）をすることができる。

第38条　当銀行は取締役会の決議によって、毎年９
月30日の最終の株主名簿に記載又は記録さ
れた株主又は登録株式質権者に対し、会社法
第454条第５項に定める剰余金の配当（以下
「中間配当金」という。）をすることができ
る。

（除斥期間） （除斥期間）
第43条　期末配当金及び中間配当金が、その支払開

始の日から５年を経過してもなお受領されな
いときは、当銀行はその支払の義務を免れ
る。

第39条　期末配当金及び中間配当金が、その支払開
始の日から満５年を経過してもなお受領され
ないときは、当銀行はその支払の義務を免れ
る。

②　（条文省略） ②　（現行どおり）

－ 48 －
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
　当行は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会
社へ移行いたします。つきましては、取締役全員（９名）は、本総会の終結の時をもって任
期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名の選任をお願いい
たしたいと存じます。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって効力を生じるもの
といたします。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏名 現在の当行における地位 属性 取締役会への出席状況

1 む ら

村
か み

上
な お

尚
と

登 代表取締役頭取 再 任 12回／12回
（100.0％）

2 よ こ

横
さ わ

澤
ひ で

英
の ぶ

信 専務取締役 再 任 12回／12回
（100.0％）

3 さ

佐
と う

藤
た け

健
し

志 常務取締役 再 任 11回／12回
（91.6％）

4 も り

森
 

　
ひ ろ

宏
き

樹 常務取締役 再 任 12回／12回
（100.0％）

5 お

小
の

野
で ら

寺
 

　
ま さ

正
 

　
ひ ろ

浩 取締役本店営業部長 再 任 12回／12回
（100.0％）

6 く ず

葛
お

尾
と し

敏
や

哉 執行役員北上支店長 新 任 －

7 む ら

村
い

井
さ ぶ

三
ろ う

郎 取締役 再 任 社 外 独 立 12回／12回
（100.0％）

8 さ わ

澤
ぐ ち

口
と よ

豊
あ き

彰 取締役 再 任 社 外 独 立 11回／12回
（91.6％）

9 く ま

熊
が い

谷
ゆ う

祐
ぞ う

三 監査役 新 任 11回／12回
（91.6％）

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

－ 49 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者

候補者
番 号

氏 　　　　　　名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
行の株式数

1

む ら

村
か み

上
な お

尚
と

登
(1952年２月18日生)

再 任

2006 年６月 当行常務取締役

普通株式
4,000株

2010 年６月 同　専務取締役
2011 年６月 同　代表取締役専務
2012 年６月 同　代表取締役副頭取
2014 年６月 同　代表取締役頭取（現任）

（秘書室、東京事務所担当）
＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
2006年に取締役就任以降、主に融資・経営企画・人事担当役員として経営に携わり、豊富な経験と
幅広い知見を有しております。また、2011年より代表取締役、2014年からは取締役頭取を務め、そ
の職務・職責を適切に果たしております。
こうした経験・知見を取締役（監査等委員である取締役を除く。）として活かすことにより、当行
の経営に貢献することができる人物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
としました。

2

よ こ

横
さ わ

澤
ひ で

英
の ぶ

信
(1954年８月22日生)

再 任

2011 年６月 当行執行役員事務統括部長

普通株式
3,200株

2013 年６月 同　執行役員本店営業部長
2014 年６月 同　取締役本店営業部長
2015 年６月 同　常務取締役本店営業部長
2016 年４月 同　常務取締役
2019 年６月 同　専務取締役（現任）

（経営企画部、事務統括部担当）
＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
人事部長、事務統括部長、本店営業部長を歴任するなど、豊富な業務経験を有し、銀行業務に精通
しております。また、2014年に取締役就任以降、その職務・職責を適切に果たしております。
こうした経験・知見を取締役（監査等委員である取締役を除く。）として活かすことにより、当行
の経営に貢献することができる人物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
としました。

－ 50 －
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候補者
番 号

氏 　　　　　　名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
行の株式数

3

さ

佐
と う

藤
た け

健
し

志
(1966年６月６日生)

再 任

2010 年４月 当行戦略サポート部長

普通株式
1,100株

2011 年５月 同　戦略統括部長
2013 年６月 同　参事宮古地区本部長兼宮古支店長
2015 年４月 同　参事地域応援部長
2016 年６月 同　常務取締役地域応援部長
2017 年４月 同　常務取締役（現任）

（総務部、支店統括部、資産運用コンサル
ティング部、地域応援部担当）

＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
宮古支店長、営業推進・営業統括部門長を歴任するなど、豊富な業務経験を有し、銀行業務に精通
しております。また、2016年に取締役就任以降、その職務・職責を適切に果たしております。
こうした経験・知見を取締役（監査等委員である取締役を除く。）として活かすことにより、当行
の経営に貢献することができる人物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
としました。

4

も り

森
 

　
ひ ろ

宏
き

樹
(1963年５月18日生)

再 任

2009 年４月 当行融資統括部長

普通株式
2,100株

2012 年２月 同　都南支店長
2014 年４月 同　久慈支店長
2015 年６月 同　参事久慈支店長
2016 年４月 同　参事本店営業部長
2016 年６月 同　執行役員本店営業部長
2018 年６月 同　常務取締役（現任）

（融資管理部担当）
＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
融資統括部長、久慈支店長、本店営業部長を歴任するなど、豊富な業務経験を有し、銀行業務に精
通しております。また、2018年に取締役就任以降、その職務・職責を適切に果たしております。
こうした経験・知見を取締役（監査等委員である取締役を除く。）として活かすことにより、当行
の経営に貢献することができる人物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
としました。

－ 51 －
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候補者
番 号

氏 　　　　　　名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
行の株式数

5

お

小
の

野
で ら

寺
 

　
ま さ

正
 

　
ひ ろ

浩
(1960年７月30日生)

再 任

2009 年４月 当行花巻支店長

普通株式
3,100株

2012 年６月 同　参事花巻地区本部長兼花巻支店長
2013 年６月 同　参事奥州地区本部長兼水沢支店長
2015 年６月 同　執行役員水沢支店長
2017 年４月 同　執行役員北上支店長
2018 年６月 同　取締役本店営業部長（現任）

＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
花巻支店長、水沢支店長、北上支店長、本店営業部長を歴任するなど、豊富な業務経験を有し、銀
行業務に精通しております。また、2018年に取締役就任以降、その職務・職責を適切に果たしてお
ります。
こうした経験・知見を取締役（監査等委員である取締役を除く。）として活かすことにより、当行
の経営に貢献することができる人物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
としました。

6

く ず

葛
お

尾
と し

敏
や

哉
(1961年４月10日生)

新 任

2006 年10月 当行黒石野支店長

普通株式
2,000株

2010 年７月 同　秘書室長
2012 年１月 同　秘書室長兼人事部長
2013 年６月 同　参事人事部長
2015 年４月 同　参事仙台支店長
2015 年６月 同　執行役員仙台支店長
2018 年６月 同　執行役員北上支店長（現任）

＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
黒石野支店長、秘書室長、人事部長、仙台支店長、北上支店長を歴任するなど、豊富な業務経験を
有し、銀行業務に精通しております。また、2015年に執行役員登用以降、その職務・職責を適切に
果たしております。
こうした経験・知見を取締役（監査等委員である取締役を除く。）として活かすことにより、当行
の経営に貢献することができる人物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
としました。

－ 52 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案



2020/05/18 10:36:06 / 19597253_株式会社東北銀行_招集通知（Ｃ）

候補者
番 号

氏 　　　　　　名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
行の株式数

7

む ら

村
い

井
さ ぶ

三
ろ う

郎
(1963年７月27日生)

再 任

社 外

独 立

1990 年４月 検事任官

普通株式
－株

2000 年３月 検事退官
2000 年４月 弁護士登録
2000 年11月 村井三郎法律事務所開設
2010 年１月 盛岡市公正職務審査会会長（現任）
2013 年４月 岩手弁護士会会長

日本弁護士連合会理事
2014 年４月 岩手弁護士会理事（現任）
2014 年５月 岩手県人権擁護委員連合会会長（現任）
2015 年６月 当行取締役（現任）

＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
検事を経て、現在は弁護士として豊富な経験と幅広い専門知識を有しており、主にコンプライアン
スの観点から有益なアドバイスをいただいております。
こうした経験・知見を社外取締役として活かすことにより、当行の経営に貢献することができる人
物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者としました。

8

さ わ

澤
ぐ ち

口
と よ

豊
あ き

彰
(1952年１月２日生)

再 任

社 外

独 立

1976 年４月 国税庁入庁

普通株式
－株

1980 年７月 東京国税局総務部総務課
1982 年７月 同　調査第二部
1988 年７月 同　直税部資料調査課
1990 年７月 国税庁長官官房
1992 年２月 国税庁退官

㈱澤口協同会計事務所勤務
2000 年３月 ㈱澤口協同会計事務所代表取締役（現任）
2014 年６月 当行取締役（現任）

＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
税理士、企業経営者として企業経営及び財務、税務全般に精通しており、豊富な経験と幅広い知見
を有しております。
こうした経験・知見を社外取締役として活かすことにより、当行の経営に貢献することができる人
物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者としました。

－ 53 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番 号

氏 　　　　　　名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
行の株式数

9

く ま

熊
が い

谷
ゆ う

祐
ぞ う

三
(1947年８月７日生)

新 任

1991 年３月 盛岡ガス㈱代表取締役社長

普通株式
－株

1991 年11月 盛岡ガス燃料㈱代表取締役社長
1994 年６月 当行監査役
2002 年６月 同　取締役
2016 年６月 同　監査役（現任）
2017 年３月 盛岡ガス燃料㈱代表取締役会長（現任）
2018 年３月 盛岡ガス㈱代表取締役会長（現任）

＜取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とした理由＞
地元企業の経営者として長年携わり、豊富な経験と幅広い知見を有しております。また、1994年よ
り当行の社外監査役、2002年より社外取締役、さらに2016年からは監査役として、その職務・職責
を適切に果たしております。
こうした経験・知見を取締役（監査等委員である取締役を除く。）として活かすことにより、当行
の経営に貢献することができる人物と判断し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
としました。

（注）１．当行は、熊谷祐三氏が代表取締役会長を務める盛岡ガス株式会社及び盛岡ガス燃料株式会社との間
に貸出金等の取引があります。

２．上記１．を除き、各候補者と当行との間に特別の利害関係はありません。
３．村井三郎氏、澤口豊彰氏は、社外取締役候補者であります。
４．村井三郎氏は、弁護士としての豊富な経験と幅広い専門知識を当行の経営に活かしていただくため、

社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、
本総会の終結の時をもって５年となります。また、同氏は過去に社外取締役又は社外監査役となる
こと以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由から社外取締役としての
職務を適切に遂行できるものと判断しております。

５．澤口豊彰氏は、税理士、企業経営者としての豊富な経験と幅広い知見を当行の経営に活かしていた
だくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外取締役としての
在任期間は、本総会の終結の時をもって６年となります。

６．当行は、村井三郎氏、澤口豊彰氏を株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
なお、両氏が取締役（監査等委員である取締役を除く。）として選任された場合、引き続き独立役
員とする予定であります。

７．当行は、村井三郎氏、澤口豊彰氏、熊谷祐三氏が取締役（監査等委員である取締役を除く。）とし
て選任された場合、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当行と非業務執行
取締役である各氏との間で、会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結する予定です。な
お、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額といたします。

－ 54 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
　当行は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社
へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
　なお、本議案に関しましてはあらかじめ監査役会の同意を得ております。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって効力を生じるもの
といたします。
　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏名 現在の当行における地位 属性 取締役会への出席状況

1 た か

高
は し

橋
じゅん

淳
え つ

悦 常務取締役 新 任 11回／12回
（91.6％）

2 さ い

齋
と う

藤
あ つ

淳
お

夫 常勤監査役 新 任 社 外 独 立 12回／12回
（100.0％）

3 か や

榧
の

野
し ん

信
じ

治 監査役 新 任 社 外 独 立 10回／10回
（100.0％）

4
た て

舘
わ き

脇
さ ち

幸
こ

子
（現姓 

お お

大
と も

友）
－ 新 任 社 外 独 立 －

（注）榧野信治氏は、2019年６月21日の監査役就任後に開催の取締役会10回の全てに出席しております。
新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

－ 55 －

監査等委員である取締役選任議案
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監査等委員である取締役候補者

候補者
番 号

氏 　　　　　　名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
行の株式数

1

た か

高
は し

橋
じゅん

淳
え つ

悦
(1962年２月９日生)

新 任

2006 年６月 当行融資統括部長

普通株式
900株

2009 年４月 同　八戸支店長
2012 年２月 同　経営企画部長
2013 年６月 同　参事経営企画部長
2015 年６月 同　執行役員経営企画部長
2016 年６月 同　常務取締役経営企画部長
2017 年10月 同　常務取締役
2018 年３月 同　常務取締役融資部長
2018 年４月 同　常務取締役（現任）

（人事部、市場金融部担当）
＜監査等委員である取締役候補者とした理由＞
融資統括部長、八戸支店長、経営企画部長を歴任するなど、豊富な業務経験を有し、銀行業務に精
通しております。また、2016年に取締役就任以降、その職務・職責を適切に果たしております。
こうした経験・知見を活かすことにより、取締役の職務執行の監査及び経営の監督を的確に遂行す
ることができる人物と判断し、監査等委員である取締役候補者としました。

2

さ い

齋
と う

藤
あ つ

淳
お

夫
(1955年４月11日生)

新 任

社 外

独 立

1980
2010

年
年

４
４

月
月

岩手県庁入庁
同　商工労働観光部長

普通株式
600株

2012 年４月 同　沿岸広域振興局長
2014 年４月 同　政策地域部長
2015 年４月 同　企画理事
2016 年７月 地方独立行政法人岩手県工業技術

センター理事長
2017 年６月 当行常勤監査役（現任）

＜監査等委員である取締役候補者とした理由＞
1980年に岩手県庁入庁以降、県職員として地方行政に長年携わり、豊富な経験と幅広い知見を有し
ております。また、2017年６月からは常勤監査役として、その職務・職責を適切に果たしておりま
す。
こうした経験・知見を活かすことにより、取締役の職務執行の監査及び経営の監督を的確に遂行す
ることができる人物と判断し、監査等委員である取締役候補者としました。

－ 56 －

監査等委員である取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 　　　　　　名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 行 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
行の株式数

3

か や

榧
の

野
し ん

信
じ

治
(1953年10月８日生)

新 任

社 外

独 立

1976 年４月 株式会社読売新聞社入社

普通株式
－株

2002 年８月 株式会社読売新聞東京本社編集委員
2008 年１月 同　論説副委員長
2012 年６月 株式会社宮城テレビ放送取締役
2013 年６月 同　常務取締役
2017 年６月 株式会社テレビ岩手

代表取締役社長（現任）
2019 年６月 当行監査役（現任）

＜監査等委員である取締役候補者とした理由＞
報道関係会社に長年携わっており、また企業経営者としても豊富な経験と幅広い知見を有しており
ます。さらに、2019年６月からは社外監査役として、その職務・職責を適切に果たしております。
こうした経験・知見を活かすことにより、取締役の職務執行の監査及び経営の監督を的確に遂行す
ることができる人物と判断し、監査等委員である取締役候補者としました。

4

た て

舘
わ き

脇
さ ち

幸
こ

子
（現姓 

お お

大
と も

友）
(1979年７月13日生)

新 任

社 外

独 立

2006 年10月 弁護士登録

普通株式
－株

2010 年３月 エール法律事務所入所（現任）
2011 年10月 個人版私的整理ガイドライン

登録専門家（現任）
2018 年11月 仙台事業再生研究会　幹事（現任）
2018 年12月 中小企業庁　経営革新等支援

機関認定（現任）
2020 年４月 仙台家庭裁判所家事調停委員（現任）

＜監査等委員である取締役候補者とした理由＞
弁護士として活躍されており、豊富な経験と幅広い知見を有しております。
こうした経験・知見を活かすことにより、取締役の職務執行の監査及び経営の監督を的確に遂行す
ることができる人物と判断し、監査等委員である取締役候補者としました。

（注）１．当行は、榧野信治氏が代表取締役社長を務める株式会社テレビ岩手との間に貸出金等の取引があり
ます。

２．上記１．を除き、各候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。
３．齋藤淳夫氏、榧野信治氏、舘脇幸子氏は監査等委員である社外取締役候補者であります。
４．齋藤淳夫氏は、県職員として地方行政に長年携わり、豊富な経験と幅広い知見を有していることか

ら、取締役の職務執行の監査及び経営の監督を的確に遂行していただけると判断し、監査等委員で
ある社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外監査役としての在任期
間は、本総会の終結の時をもって３年となります。また、同氏は過去に社外取締役又は社外監査役
となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由から監査等委員で
ある社外取締役としての職務を的確に遂行できるものと判断しております。

－ 57 －

監査等委員である取締役選任議案
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５．榧野信治氏は、報道関係会社に長年携わり、企業経営者としても豊富な経験と幅広い知見を有して
いることから、取締役の職務執行の監査及び経営の監督を的確に遂行していただけると判断し、監
査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外監査役とし
ての在任期間は、本総会の終結の時をもって１年となります。

６．舘脇幸子氏は、弁護士として活躍されており、豊富な経験と幅広い知見を有していることから、取
締役の職務執行の監査及び経営の監督を的確に遂行していただけると判断し、監査等委員である社
外取締役として選任をお願いするものであります。また、同氏は過去に社外取締役又は社外監査役
となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、上記の理由から監査等委員で
ある社外取締役としての職務を的確に遂行できるものと判断しております。

７．舘脇幸子氏は、婚姻により大友姓になりましたが、旧姓の舘脇にて弁護士業務を行っております。
８．当行は、齋藤淳夫氏を株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。なお、同氏が

監査等委員である取締役として選任された場合、引き続き独立役員とする予定であります。また、
榧野信治氏、舘脇幸子氏につきましては、両氏が監査等委員である取締役として選任された場合、
両氏を株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出る予定であります。

９．当行は、齋藤淳夫氏、榧野信治氏、舘脇幸子氏が監査等委員である取締役として選任された場合、
第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、当行と非業務執行取締役である各氏と
の間で、会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結する予定です。なお、当該契約に基づ
く賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額といたします。

－ 58 －

監査等委員である取締役選任議案
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（ご参考）

「社外役員の独立性に関する基準」

　当行の独立役員は、東北銀行グループ（当行及び連結子会社。以下、「当行グループ」という。）に対する
独立性を保つため、以下に定めるいずれの要件にも該当してはならない。

①　当行グループの主要株主である者、及び主要株主である会社の業務執行者
②　当行グループを主要株主とする会社の業務執行者
③　当行グループを主要な取引先とする者、及び主要な取引先とする会社の業務執行者
④　当行グループの主要な取引先である者、及び主要な取引先である会社の業務執行者
⑤　当行グループを主要な借入先とする者、及び主要な借入先とする会社の業務執行者
⑥　当行グループから役員報酬以外に、一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認

会計士、税理士またはコンサルタント等
⑦　当行グループから一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている監査法人、税理士法人、法律事

務所等の法人及び団体に所属する者
⑧　当行グループから多額の寄付または助成を受けている者、及び多額の寄付または助成を受けている法人及

び団体の業務執行者
⑨　上記①～⑧において過去５年間に該当していた者
⑩　上記①～⑧において該当する者が重要な者である場合において、その者の配偶者または二親等以内の親族
⑪　過去10年間において当行グループの業務執行者であった者
⑫　取締役、執行役員または支配人その他の重要な使用人の配偶者または二親等以内の親族

（注）
１．「主要株主」とは、直近事業年度末に議決権の５％以上の株式を保有する者（または会社）をいう。
２．「業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役または支配人その他の使用人をいう。
３．「当行グループを主要な取引先とする者（または会社）」とは、直近事業年度においてその者（または会

社）の年間連結売上高の２％以上または1,000万円のいずれか高い方の支払いを当行グループから受けた
者（または会社）をいう。

４．「当行グループの主要な取引先である者（または会社）」とは、直近事業年度において当行グループの年
間連結経常収益の２％以上の支払いを当行グループに行った者（または会社）、及び当行グループの連結
総資産の１％以上の額の預金または与信残高のある者（または会社）をいう。

５．「当行グループを主要な借入先とする者（または会社）」とは、その者（または会社）における当行グル
ープからの借入シェアが50％以上、かつ法人の場合は直近事業年度末における連結総資産の10％以上、個
人の場合は借入残高が1,000万円超の者（または会社）をいう。

６．「一定額」とは、年間1,000万円をいう。
７．「多額」とは、直近事業年度における法人及び団体の総売上高の２％以上または1,000万円のいずれか高

い方を超える場合をいう。
８．「重要な者」とは、取締役、監査役、会計参与、執行役または執行役員をいう。
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第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
　当行の取締役の報酬額は、2008年６月25日開催の第88期定時株主総会において月額20百
万円以内とご決議いただき今日に至っておりますが、当行は、第２号議案「定款一部変更の
件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会社へ移行いたします。つきましては、現
在の取締役の報酬額に関する定めを廃止し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
報酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額220百万円以内（うち社外取締役分は年
額12百万円以内）と定めることとさせていただきたいと存じます。なお、取締役（監査等委
員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないもの
といたしたいと存じます。
　第２号議案「定款一部変更の件」及び第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除
く。）９名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）は９名（うち社外取締役２名）となります。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって効力を生じるもの
といたします。

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬額設定の件
　当行は、第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会設置会
社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役の報酬額を、監査等委員であ
る取締役の職務と責任を考慮して、年額60百万円以内と定めることとさせていただきたいと
存じます。
　第２号議案「定款一部変更の件」及び第４号議案「監査等委員である取締役４名選任の件」
が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は４名となります。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力が生じた時をもって効力を生じるもの
といたします。

第７号議案　取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付
株式の付与のための報酬決定の件

　当行の取締役の報酬額は、2008年６月25日開催の第88期定時株主総会において、月額20
百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）とご承認いただいて
おりますが、本株主総会において、監査等委員会設置会社への移行に伴う第５号議案「取締
役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件」及び第６号議案「監査等委員で
ある取締役の報酬額設定の件）をご承認いただきますと、当行の取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の報酬額は年額220百万円以内（うち社外取締役12百万円以内）、
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当行の監査等委員である取締役の報酬額は年額60百万円以内となります。
　今般、当行は、役員報酬制度の見直しの一環として、当行の取締役（社外取締役及び監査
等委員である取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に当行の企業価値の持続的な向
上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを
目的として、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して、新たに譲渡制限付株式の付与
のための報酬を支給することとしたいと存じます。
　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭
債権（以下「金銭報酬債権」という。）とし、その総額は、上記の目的を踏まえ相当と考え
られる金額として、年額20百万円以内といたします。また、各対象取締役への具体的な支給
時期及び配分については、取締役会において決定することといたします。ただし、社外取締
役及び監査等委員である取締役に対しては、譲渡制限付株式の付与のための報酬は支給しな
いものといたします。
　なお、上記報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたく存
じます。
　現在の取締役は８名（うち社外取締役２名）でありますが、第３号議案「取締役（監査等
委員である取締役を除く。）９名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役（監
査等委員である取締役を除く。）は９名（うち社外取締役２名）となります。
　また、対象取締役は、当行の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債
権の全部を現物出資財産として払込み、当行の普通株式について発行又は処分を受けるもの
とし、これにより発行又は処分をされる当行の普通株式の総数は年25,000株以内（ただし、
本議案が承認可決された日以降、当行の普通株式の株式分割（当行の普通株式の無償割当て
を含む。）又は株式併合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる
当行の普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で
調整する。）といたします。
　なお、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引
所における当行の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近
取引日の終値）を基礎として当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額となら
ない範囲において、取締役会において決定します。また、これによる当行の普通株式の発行
又は処分に当たっては、当行と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当
契約（以下「本割当契約」という。）を締結するものとします。
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⑴　譲渡制限期間
　対象取締役は、本割当契約により割当を受けた当行の普通株式（以下「本割当株式」と
いう。）の払込期日から当行の取締役会が予め定める地位を退任する時点の直後の時点ま
での期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当を受けた当行の普通
株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をして
はならない（以下「譲渡制限」という。）。

⑵　譲渡制限の解除
　上記⑴の定めにかかわらず、当行は、対象取締役が、譲渡制限期間の開始日からその後
最初に到来する定時株主総会終結時点の直前時までの期間中、継続して上記⑴に定める地
位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点
をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象取締役が、死亡その他正当な理由により、
譲渡制限期間が満了する前に上記⑴に定める地位を退任した場合には、譲渡制限を解除す
る本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものと
する。また、当行は、上記の規定に従い譲渡制限が解除された直後の時点において、なお
譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

⑶　正当な理由以外の理由による退任時の取扱い
　上記⑵の定めにかかわらず、対象取締役が譲渡制限期間中に、正当な理由以外の理由に
より上記⑴に定める地位を退任した場合には、当行は、本割当株式の全部について当然に
無償で取得する。

⑷　組織再編等における取扱い
　上記⑴の定めにかかわらず、当行は、譲渡制限期間中に、当行が消滅会社となる合併契
約、当行が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する
事項が当行の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当行の株主総会による承認を要
さない場合においては、当行の取締役会）で承認された場合には、当行の取締役会の決議
により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理
的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を
解除する。また、当行は、上記に規定する場合、譲渡制限が解除された直後の時点におい
て、譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

⑸　その他の事項
　本割当契約に関するその他の事項は、当行の取締役会において定めるものとする。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」に係る定款変更の効力が発生すること
を条件として、効力を生じるものといたします。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　岩手県盛岡市内丸３番１号
東北銀行本店　４階ホール
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(岩手公園)

交通　　◎ＪＲ盛岡駅前東口バス乗り場５番線又は６番線乗車
県庁・市役所前下車　徒歩３分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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